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1990年度 2000年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

エネルギー消費量 [GJ/年] 12,990,245 19,526,485 18,335,693 18,975,118 18,799,203 20,126,905 19,602,653 20,330,277 21,491,378

世帯数 [世帯] 477,350 577,626 619,873 629,834 643,209 655,216 665,596 676,890 686,793

世帯あたりエネルギー消費量 [GJ/年・世帯] 27.2 33.8 29.6 30.1 29.2 30.7 29.5 30.0 31.3
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２ エネルギー消費とＣＯ２排出の特性 

（１）エネルギー消費量の推移 

① 年間エネルギー消費量 

■ 全 体 

・ 福岡市全体のエネルギー消費量は、2000 年度以降は 80,000～86,000TJ/年とほぼ横ばいで

ある。2007 年度をピークに減少傾向にあったが、2010年度には再び増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図 2-35 福岡市におけるエネルギー消費量の推移 （GJ/年） 

■ 民生（家庭）部門 

・ 家庭部門のエネルギー消費量は増加傾向である。 

・ 世帯あたりエネルギー消費量も同様に増加傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-36 福岡市におけるエネルギー消費量の推移（家庭部門） 
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出典：福岡市資料より作成 

出典：福岡市資料より作成 

1990年度 2000年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

産業 8,138,657 7,686,897 6,426,722 6,343,483 6,260,236 6,423,995 6,903,684 6,235,250 6,378,248

民生（家庭） 12,990,245 19,526,485 18,335,693 18,975,118 18,799,203 20,126,905 19,602,653 20,330,277 21,491,378

民生（業務） 21,931,161 21,130,055 22,913,547 23,898,949 24,321,141 25,849,961 25,717,456 24,389,051 25,305,895

運輸（自動車） 20,832,055 32,381,778 31,919,225 30,918,415 29,947,686 30,244,282 29,210,022 27,814,226 26,724,118

運輸（その他） 1,968,975 1,562,663 1,221,008 2,278,608 3,167,054 2,765,816 1,800,874 1,720,325 1,774,491

エネルギー転換 1,204,946 560,045 541,133 520,602 492,898 487,182 444,331 412,075 439,232

合計 67,066,039 82,847,923 81,357,328 82,935,176 82,988,219 85,898,140 83,679,020 80,901,204 82,113,363
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1990年度 2000年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

エネルギー消費量 [GJ/年] 21,931,161 21,130,055 22,913,547 23,898,949 24,321,141 25,849,961 25,717,456 24,389,051 25,305,895

業務系建物延床面積 [㎡] 16,372,285 21,399,509 22,583,571 22,860,194 22,982,120 23,123,291 23,302,893 23,365,730 23,392,504

延床面積あたりエネルギー消費量 [GJ/年・㎡] 1.34 0.99 1.01 1.05 1.06 1.12 1.10 1.04 1.08
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1990年度 2000年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

エネルギー消費量 [GJ/年] 20,832,055 32,381,778 31,919,225 30,918,415 29,947,686 30,244,282 29,210,022 27,814,226 26,724,118

自動車台数 [台] 512,647 630,795 652,401 659,336 663,787 663,992 658,996 660,846 662,646

自動車１台あたりエネルギー消費量 [GJ/年・台] 40.6 51.3 48.9 46.9 45.1 45.5 44.3 42.1 40.3

■ 民生（業務）部門 

・ 業務部門のエネルギー消費量は 2007 年度をピークに微減傾向であったが、2010 年度は再

び増加した。 

・ 延床面積あたりのエネルギー消費量も同様の傾向である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-37 福岡市におけるエネルギー消費量の推移（業務部門） 

■ 運輸（自動車）部門 

・ 自動車部門のエネルギー消費量は、1990年度と比べて 2000年度は大きく増加しているが、

それ以降は減少傾向である。 

・ 自動車 1 台あたりのエネルギー消費量も 2000 年度以降は減少傾向にあり、2010 年度には

1990年度以下にまで減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-38 福岡市におけるエネルギー消費量の推移（運輸（自動車）部門） 

出典：福岡市資料より作成 

出典：福岡市資料より作成 
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※ 四捨五入の関係のため，排出量の内訳と総量が必ずしも一致しない場合がある

② 最大電力消費量 

・ 2000 年度以降の実績をみると、最大電力消費は夏季に発生し、年度によってばらつきはあ

るものの 400万 kW前後で推移している。 

・ 一方、冬季の最大電力は 2000年度には約 300万 kWであったが、2010年度には約 360万 kW

と増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

福岡支店（夏季） 376.9 402.8 372.4 379.1 400.7 402.2 412.4 410.5 406.7 380.3 415.8 375.1

福岡支店（冬季） 310.0 297.3 318.8 321.7 342.4 351.6 338.1 344.0 345.4 365.9 362.6  

図2-39 福岡地区（九州電力福岡支店管内であり一部周辺自治体も含む）における最大電力消費量の推移 

 （２）排出量の推移 

・ 福岡市における 2010 年度のＣＯ２排出量は、基準年度（2004 年度）と比べ 2.8％（約 177

千ｔ-CO2）増加している。 

・ 2010年度のＣＯ２排出量は 1990 年度と比較して約 28％増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-40 福岡市における温室効果ガス排出量の推移 

 

出典：九州電力資料より作成 

出典：「平成 24年度 福岡市地球温暖化対策地域推進計画（第三次）点検業務報告書」（H24.9 (財)九州環境管理協会） 
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・ 福岡市における二酸化炭素排出割合は、家庭部門が約 27％、業務部門が約 33％、自動車部

門が約 27％と、これら３部門で約 87％を占める（全国は約 49％）。 

・ 産業、エネルギー転換及び廃棄物部門は合わせて約 11％にとどまる（全国は約 45％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-41 福岡市における温室効果ガス排出量の推移 

 （３）ＣＯ２排出量の将来予測 

・ 本市の温室効果ガス排出量は、人口やオフィス・店舗等の床面積などの活動量の増加、各

活動単位あたりエネルギー消費量の増加などの要因により、1990 年度比で 30％の増加（2008 

年度）。また、現状趨勢ケース（BAU）による 2020 年度、2030年度の排出量は、1990 年度比

で 31％、29％の増加となる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-42 福岡市のＣＯ２排出量の推移と将来予想 

福岡市 全 国 

出典：「第 3回福岡市地球温暖化対策実行計画協議会資料」 

出典：「平成 24年度 福岡市地球温暖化対策地域推進計画（第三次）点検業務報告書」（H24.9 (財)九州環境管理協会） 
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 （４）水消費量 

・ 福岡市における 1999年度以降の水消費量は横ばいで推移しており、人口増加の割に伸びは

落ち着いている。 

・ 一方、１人１日当たりの平均消費量は着実に減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-43 福岡市における給水量の推移 

 

・ 福岡市の１人１日当たりの水消費量は、他の主要都市と比較して少なく、市民の高い節水

意識や節水機器の普及が伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-44 主要都市における給水量の比較（2009年度） 
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出典：「平成 21年度福岡市水道事業統計年報」より作成 

出典：各都市の水道事業統計年報より作成 

東京都 札幌市 横浜市 名古屋市 大阪市 福岡市

給水人口 [人] 12,643,479 1,895,814 3,672,925 2,251,488 2,661,700 1,442,800

1日平均給水量 [m3/日] 4,295,600 525,782 1,187,495 792,684 1,210,074 399,105

1人1日平均給水量 [㍑/人･日] 340 277 323 352 455 277

1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

年間給水量 [m3/年] 144,925,800 145,134,800 146,207,500 144,327,800 145,944,900 146,771,600 148,316,700 147,216,200 147,501,500 145,162,100 145,673,500

1人1日平均給水量 [㍑/人･日] 302 300 299 292 292 292 293 288 284 278 277
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 （５）エネルギー消費とＣＯ２排出特性に関するまとめと課題 

 

 

■ 特 性 

・エネルギー消費全体の 57％を民生部門（家庭・業務）が占め、運輸（自動車）部門も加 

えると 90％にのぼる。また、これらの部門でのＣＯ２は排出量、市全体の 87％を占める。 

・エネルギー消費量（市全体）は 2000 年度以降、80,000～86,000TJ/年とほぼ横ばいであ

る。また、最大電力消費量もほぼ横ばいである。 

・民生部門（家庭及び業務部門）におけるエネルギー消費量やＣＯ２排出量は増加傾向であ

る。 

 

・福岡市の１人１日当たりの水消費量は、他の主要都市と比較して少なく、市民の節水意

識の高さが伺える。 

 

 

■ 課 題 

・民生部門におけるエネルギー消費量は増加傾向にあるため、省エネ機器の導入促進や省

エネをベースとしたライフスタイルへの転換などの一層の取り組みが必要である。 

 

・市民の高い節水意識に比べ、省エネルギーや省ＣＯ２に関する意識はまだまだ低い。 

エネルギーに対する市民の意識向上や自主的な参加に向けた対策の検討が必要であ 

る。 
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３ 再生可能エネルギー等の賦存・活用特性 

 （１）太陽エネルギー 

① 太陽光の賦存量・利用可能量 

・ 全国の太陽光発電（非住宅系）の導入ポテンシャル*1は合計 14,930 万 kW と推計されてお

り、福岡県では 350～400万 kWとなっている。 

・ 福岡市の太陽光賦存量は 1.33×108kWh/日で、このうち利用可能量*2は 3.27×107kWh/日と

算定されている。商業地では天神、住商混在地では大橋、住宅地では長住等が、比較的利用

可能量の多い有望地域となっている。 

 

 

図 2-45 太陽光発電の導入ポテンシャルの分布状況 

出典：平成 22年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書（環境省） 

 
*1 導入ポテンシャルとは種々の制約要因による設置の可否を考慮したエネルギー資源量で、賦存量の内数 
*2 利用可能量とは建物用地面積割合や建蔽率を考慮した値で、賦存量の内数 
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②  太陽光発電の導入状況 

・ 全国の住宅用太陽光発電導入普及率は 2.10％であり、九州は上位を占めており、福岡県は

2.98％と全国７位の普及率となっている。 

・ 事業用では、ＲＰＳ法の認定を受けた施設でみた場合、総発電出力における九州の全国比

は約 19％となっている。最近では、大牟田市のメガソーラー（3,000kW）の運転開始や、産

業・公共部門向けの太陽光オンサイト発電事業等の新たなビジネスの動きも見られる。

図 2-46 福岡市の太陽光発電の利用可能量 

出典：「緑の分権改革」推進事業委託業務報告書（福岡市） 

天神 

大橋 
長住 
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③  福岡市の導入事例 

・ 西部中田埋立場に１MWのメガソーラーを設置し、平成 25年 2月から発電を開始している。 

・ 小中学校や公民館等を中心に、計 146 箇所の市有施設に太陽光発電を導入している（平成

24年度末現在）。 

・ 平成 13年度より実施している「住宅用太陽光発電システム設置補助」の助成件数は、平成

21 年度以降、大きく増加している。 

・ 博多湾和白沖の埋め立て地アイランドシティでは、最新技術の集中的な導入等により街区

全体でＣＯ２排出量を理論上ゼロにする「ＣＯ２ゼロ街区」の形成を目指しており、戸建住

宅 178戸全てに４～６kWの太陽光発電を導入する予定である（平成 24年度まちびらき）。 

      

        

 

 

図 2-47 住宅用太陽光発電の導入実績 

（平成 21年 12月末） 

出典：クール九州プロジェクト STAGE2010 

   （経産省,九州経済産業局） 

図 2-48 ＲＰＳ法認定の太陽光発電施設 

（買取対象除く）の総発電出力ブロック別構成 

出典：クール九州プロジェクト STAGE2010 

   （経産省,九州経済産業局） 

図 2-50 ＣＯ２ゼロ街区のイメージ 

出典：住宅用地事業者(代表事業者：積水ハウス)資料 

図 2-51 住宅用太陽光発電システム設置補助助成件数の推移 

（平成 25年 2月現在 ※H24年度は申請件数） 

図 2-49 西部中田埋立場に設置した

大原メガソーラー発電所 
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 （２）風力エネルギー 

① 風力の賦存量・利用可能量 

・ 陸上風力の導入ポテンシャル*1 は北海道地方や東北地方に多く分布しており、福岡県では

5.5～6.5m/sの場所がわずかにある程度である。 

・ 一方、洋上風力の導入ポテンシャル*1は、7.5m/s 以上のポテンシャルが北海道や本州の太

平洋側の一部、九州地方の日本海側に偏在しており、福岡県周辺でも洋上風力のポテンシャ

ルがあることが分かる。 

 

 
 
 
 
 

図2-52 陸上風力の導入ポテンシ

ャル分布状況 

出典）平成 22 年度再生可能エネルギー導入

ポテンシャル調査報告書（環境省） 

図2-53 洋上風力の導入ポテンシ

ャル分布状況 

出典：平成 22 年度再生可能エネルギー導入

ポテンシャル調査報告書（環境省） 

*1 導入ポテンシャルとは賦存量に対して、各種の自然条件や法的制約条件を考慮して算定した値 
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・ 一般に定格出力が数百 kW以上の大型風車の場合、年平均風速６m/s以上が必要とされ 

ているため、福岡市には適していない。 

しかし、微風でも高効率の発電が可能な風レンズ風車を設置することで、風力エネル 

ギーを有効に活用できる可能性がある。設置適地エリアは、風発生頻度の高い沿岸部や 

丘陵部となっている。 

 
 

② 風力発電の導入状況 

・ ＲＰＳ法の認定を受けた施設 

でみた場合、九州は総発電出 

力で東北に、設置件数では関 

東に次いで多い状況にある 

（鹿児島県、長崎県の導入が 

が進んでいる）。 

図 2-54 福岡市の小型風車設置による発電量 

  出典：「緑の分権改革」推進事業委託業務報告書（福岡市） 

図 2-55 ＲＰＳ法認定の風力発電 

施設のブロック別構成 

出典：クール九州プロジェクト STAGE2010（経産省,九州経済産業局） 
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③ 福岡市の導入事例 

・ 福岡市は九州大学と連携して、平成 21年度から市内の公園に風車を設置して継続的に発電

量等を計測し、風レンズ風車の普及可能性の検討を進めている。風レンズ風車は騒音や法令

等、設置場所選定の制限が小さく、風況の良い場所では太陽光発電に劣らぬ設備利用率が期

待できるため、沿岸部や丘陵地を中心に導入が見込まれる。 

・ 平成 25年 3月現在、市施設の「みなと 100年公園」に１基、「シーサイドももち海浜公園」

に３基、「もーもーランド油山牧場」に１基の計５基の風レンズ風車を設置している。 

・ また、平成 23 年 12 月から、博多湾洋上での実証実験を開始。実験では出力３キロワット

の風車を２基、浮力体付きコンクリート浮体に載せ、一般世帯 1.5 世帯分の発電量を見込ん

でいる。 
 
 
 
 

●みなと 100 年公園 

●シーサイドももち海浜公園 

●もーもーランド油山牧場 

●洋上実証実験地 

図 2-56 風レンズ風車設置位置 

＜風レンズ風車の特徴＞ 

●従来の風車と比べて２～３倍の発電量が期待 
（羽回りの集風レンズで風速が 1.3～1.5 倍に増加） 
●定格出力：３kW 
●年間発電量：約 3,000kWh（年間平均風速 4.0m/s の場合） 
●従来の風車よりもコンパクト（ロータ直径 2.5m） 
●低騒音 

出典）「緑の分権改革」推進事業委託業務報告書（福岡市） 
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 （３）バイオマスエネルギー・廃棄物エネルギー 

① バイオマスエネルギー・廃棄物エネルギーの賦存量・利用可能量 

＜バイオマスエネルギー＞ 

・ 福岡市内に存在するバイオマスで、今後の利用が考えられるものについての賦存量と利用

可能量を下図に示す。 

・ 人口や事業所数が多い等の福岡市の特徴を反映して、生ごみ（生活系厨芥類）や食品廃棄

物（事業系厨芥類）が他のバイオマスと比べて多い結果となっている。 

    
    
    

 
 
 
 
 
 

* 生ごみ、食品廃棄物、汚泥はメタン発酵施設により生産されたメタンガスを用いた熱もしくは電気利用方式

を採用し、その他は直接燃焼施設による熱電利用方式を採用した場合として推計している。なお、メタン

発酵利用については、残さ（固体・液体）の処理が課題となる点に留意が必要。 
* 賦存量は各燃料を熱利用と発電利用にそれぞれ 100％利用した場合の値 

＜廃棄物エネルギー＞ 

・ 福岡市内で発生するごみのうち清掃工場にて焼却される分について、上記のようなバイオ

マスとして扱わずに廃棄物エネルギーとして利用する場合の、賦存量と利用可能量の試算結

果を次頁に示す。試算は市内４つの清掃工場全てが最新の設備水準に改善したと仮定し、平

成 22年度の実績に基づいて行っている。 

・ エネルギーを積極的に発電に回すこととしているため、熱利用の割合が低く、発電利用の

割合が高くなっている。 

表 2-2 福岡市のバイオマスの賦存量・利用可能量 

出典:「緑の分権改革」推進事業委託業務報告書（福岡市） 
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熱利用 発電利用 熱利用 発電利用

(TJ/年) (MWh/年) (TJ/年) (MWh/年)

ごみ（焼却分） 1,611 345,016 16 220,810

（7） （148,237）

種類

賦存量 利用可能量

 
 
 

*（ ）内の数値は平成 22 年実績値 
*市内４つの清掃工場を全て最新の東部工場水準に改善した場合を想定しており、熱利用と発電利用の割合や 
 その効率は東部工場実績より算定 
 ＜算定式＞ 
  賦存量：（熱利用）ごみ総焼却量×発熱量*1×熱利用率 29%*2×ボイラ効率 0.85*2 
      （発電利用）ごみ総焼却量×発熱量*1×19%*2 
  利用可能量：（熱利用）賦存量×（１－所内消費率 99%*1） 
        （発電利用）賦存量（１－所内消費率 36%*2） 

*1 4 工場平均値、*2 東部工場実績値、*3 NEDO 資料 
 

② 福岡市の導入事例 

＜バイオマスエネルギー＞ 

・ 中部水処理センターでは、下水汚泥の有効利用として、汚泥処理過程において発生する消

化ガスを利用する発電システム（出力 500kW 西日本最大規模）を導入している。年間の発

電量は約 340万 kWhで、これによる二酸化炭素の削減量は約 2000トン（一般家庭の約 940世

帯分）である。 

・ 発電した電気はセンター内で、熱はセンター内の消化槽の加温に使用している。 

・ その他の４箇所の水処理センターにおいても、消化ガスを利用した熱利用を行っており、

消化槽加温用ボイラーや汚泥焼却の燃料として利用している。 

 

 
 図 2-57 消化ガスの有効利用（中部水処理センター） 

出典：福岡市道路下水道局 HP 

表 2-3 福岡市の廃棄物エネルギーの賦存量・利用可能量（平成 22年度実績に基づく試算値） 
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＜廃棄物エネルギー＞ 

・ 福岡市の４つの清掃工場では、焼却時の熱で作った蒸気の力で発電、蒸気の一部を熱利用

している。廃棄物発電の年間の発電量は約 2.7億 kWh（平成 21年度）で、これによるＣＯ２

削減量は約６万トン（一般家庭の約 22,000世帯分）である。なお、年々ごみ焼却量が減って

いるため、その影響で発電量も減少している。 

・ 発電した電気は工場内で利用する他、公共施設等に供給し、余剰分は電力会社に売却して

いる。蒸気についても工場内の冷暖房や温水、近隣施設等で利用している。 

 
 

272,434
305,289 299,326

278,314 269,185

153,994
172,832 170,023 154,375 145,960

744,650 732,433
698,044 667,327 638,897

73,980 70,862 68,040 65,250 61,748
0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

発電量（全工場） 売電量（全工場）

ごみ焼却量（全工場） 発電によるCO2の削減量[t-CO2]
単位[t]単位[MWh]

 
 
 
 
 

臨海工場 東部工場 西部工場 南部工場

規模 900t/日 900t/日 750t/日 600t/日

発電能力 25,000kW 29,200kW 10,000kW 5,000kW

発電量（平成22年度） 86,071MWh 96,863MWh 56,221MWh 31,047MWh

売電量（平成22年度） 47,890MWh 61,619MWh 27,005MWh 11,673MWh

電力利用
所内利用
健康増進施設へ供給

所内利用
隣接施設へ供給

所内利用
隣接施設、老人福祉施
設へ供給

所内利用

熱利用 所内給湯・冷暖房
所内給湯
隣接施設へ供給

所内給湯・冷暖房
老人福祉施設へ供給
隣接施設等へ供給

所内給湯・冷暖房

 

表 2-4 清掃工場の廃棄物エネルギー利用状況 

図 2-58 福岡市全清掃工場における廃棄物発電量 

  出典：平成 21環境報告書（福岡市環境局施設部、一部修正） 
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図 2-59 清掃工場および水処理センター位置図 

出典：福岡市環境局 HP（一部追記） 

和白水処理センター 

東部水処理センター 

西戸崎水処理センター 

西部水処理センター 

中部水処理センター 

御笠川浄化センター（県管理） 

●清掃工場 

●水処理センター 
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 （４）小水力エネルギー 

① 小水力の賦存量・利用可能量 

・ 福岡市内の２級河川を対象とした小水力賦存量は 460,489MWh/年と算定されており、この

うち１m 以上の井堰で小水力発電を行うと仮定した場合の利用可能量は 5,579MWh/年となっ

ている。福岡市では現況の井堰数が少ないため、賦存量に対する利用可能量はかなり小さく

なっている。 

・ 多々良川の津屋井堰は落差 3.36m あり、市内で最も平水流量が多いため、小水力発電の有

望な候補地となっている。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-60 対象河川位置図と津屋井堰 

出典：「緑の分権改革」推進事業委託業務報告書（福岡市） 

図 2-61 小水力利用可能量 

出典：「緑の分権改革」推進事業委託業務報告書（福岡市） 
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② 福岡市の導入事例 

・ 現在、瑞梅寺浄水場にて、最大出力 35kW の小水力発電が稼働している。年間 18 万 kWh の

発電量を見込んでおり、浄水場の６割の電力を賄うとされている。 

・ このように、今後の導入が期待される施設として、福岡市の水道施設（浄水場、取水場）

が立地条件より適当である。市の試算によると、水道施設への小水力発電の導入により、

3,501MWh/年の電力量の削減が期待できるとしている。 

 

 
 
 
 
 

初期費用 電力単価
電気料金
削減額

単純投資
回収年数

[kWh/年] [kg-CO2/年] [千円] [円/kWh] [千円/年] [円/kWh]

乙金浄水場 650,000 201,000 148,000 10.99 7,140 21

別所接合井 625,000 193,000 252,000 3.00 1,870 134

東入部接合井 1,300,000 402,000 343,000 3.00 3,900 88

曲淵ダム 730,000 226,000 279,000 3.00 2,190 127

瑞梅寺浄水場 196,000 61,000 133,000 15.03 2,940 45

電力削減量 ＣＯ２削減量
経済性

施設名

 

図 2-62 福岡市の水源・浄水場 

出典：福岡市水道局 HP 

表 2-5 水道施設への新エネルギーの導入効果 

出典：福岡市水道施設エネルギー合理化ビジョン（平成 16年度,福岡市） 
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 （５）温度差エネルギー 

① 温度差エネルギーの導入状況 

・ 全国 145 地区の熱供給事業のうち、ごみ焼却場や工場等の排熱、河川水や海水、下水等の

温度差の有効利用など未利用エネルギー利用地区は 37地区あり、このうち河川水等の水熱源、

或いはビル排熱等の温度差エネルギー利用地区は 15地区となっている（平成 21年度現在）。 

・ 福岡県では全７地区の熱供給事業地区のうち３地区が未利用エネルギー利用地区、うち２

地区が温度差エネルギー利用地区、１地区が排熱エネルギー利用地区となっている。 

・ 温度差エネルギーの導入量は全国 1,527 千 GJ であり、このうち福岡県の導入量は 222 千

GJで全国比 14.5％となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 福岡市の導入事例 

・ 福岡市の熱供給事業地区は５地区あり、うち２地区が温度差エネルギー利用地区、１地区

が排熱エネルギー利用地区となっている。 

・ 温度差エネルギー地区は、夏は外気より冷たく冬は温かい海水の温度差エネルギーを活用

した海水熱源ヒートポンプ（3,000RT×３台）を導入している「シーサイドももち」、中水熱

源ヒートポンプ（40RT×１台）を導入している「下川端開発」である。 

図 2-63 熱供給事業地区の分布 

（平成 22年 11月現在、84社 145地区） 

岩手県（ 1地区） ● 札幌市都心（ S46. 10） 茨城県（ 2地区）    ◇温度差エネルギ^

○◇ 盛岡駅西口（ H9. 11） ■ 札幌市厚別（ S46. 12） ● 筑波研究学園都市（ S58. 8） ■廃棄物エネルギー

■ 札幌市真駒内（ S46. 12） ○ 日立駅前（ H1. 12） ○排熱エネルギー

山形県（ １ 地区） ● 苫小牧市日新団地（ S47. 2） ●地域熱供給

● 山形駅西地区（ H13. 1） ● 苫小牧中心街南（ S49. 12） 千葉県（ 5地区）    

● 札幌市光星（ S50. 2） ● 幕張新都心イ ンタ ーナショ ナル

福島県（ 1地区） ● 苫小牧市西部（ S51. 12）          ・ ビジネス（ H1. 10）

○ いわき 市小名浜（ S45. 2） ■ 北海道花畔団地（ S53. 4） ◇ 幕張新都心ハイ テク ビジネス（ H2. 4）

● 春湖台（ S58. 10） ● 千葉新町（ H5. 4）

● 札幌駅北口再開発（ H1. 4） ■ 千葉ニュ ータ ウン都心（ H5. 11）

○ 宇都宮市中央（ H3. 2） ● 小樽ベイ シティ （ H11. 3） ◇ 千葉問屋町（ H5. 10）

◇ 高崎市中央・ 城址（ H5. 12）

● 京都御池（ H7. 4） 埼玉県（ 1地区）

● 諏訪市衣ヶ 崎周辺（ H10. 10） ● さ いたま新都心西（ H12. 4）

● 芦屋浜高層住宅（ S54. 3）

● 神戸ハーバーラ ンド （ H2. 5） ◇ 富山駅北（ H8. 7） ● 新宿新都心（ S46. 4） ● 銀座四丁目（ H3. 12）

● 神戸六甲アイ ラ ンド 業務商業（ H3. 4） ● 丸の内二丁目（ S48. 12） ● 府中日鋼町（ H4. 4）

● 神戸リ サーチパーク 鹿の子台（ H6. 11） ● 大手町（ S51. 4） ● 蒲田駅東口（ H4. 4）

● 神戸東部新都心（ H10. 4） ● 東池袋（ S53. 4） ● 明石町( H4. 4)

● 三宮駅南（ H11. 5） ● 青山（ S53. 11） ● 八王子南大沢（ H4. 6）

○ 西郷（ H14. 4） ● 内幸町（ S55. 2） ● 新宿歌舞伎町（ H5. 5）

● 赤坂（ S55. 10） ● 用賀四丁目（ H5. 10）

● 多摩センタ ー（ S57. 4） ● 赤坂五丁目（ H6. 5）

● 広島市紙屋町( H13. 4) ● 東銀座（ S57. 4） ● 西新宿六丁目西部（ H6. 11）

■ 品川八潮団地（ S58. 4） ● 立川曙町（ H6. 10）

■ 光ケ丘団地（ S58. 4） ● 恵比寿（ H6. 9）

● 小倉駅周辺（ S51. 7） ● 芝浦（ S59. 2） ◇ 後楽一丁目( H6. 7)

● 渡辺通再開発（ S53. 9） ○ 銀座２ ・ ３ 丁目（ S59. 4） ■ 東京臨海副都心（ H7. 10）

● 千代（ S63. 4） ● 西新宿六丁目（ S59. 9） ○ 新宿南口西（ H7. 10）

● 北九州曲里・ 岸の浦（ H1. 2） ● 丸の内一丁目（ S59. 11） ● 初台淀橋( H7. 7)

◇ シーサイ ド も も ち（ H5. 4） ● 西池袋（ S60. 6） ● 虎ノ 門二丁目( H7. 4)

○ 西鉄福岡駅再開発（ H9. 10） ● みなと みら い21中央（ H1. 4） ● 赤坂・ 六本木アーク ヒ ルズ（ S61. 4） ● 東京国際フ ォ ーラ ム（ H8. 7）

◇ 下川端再開発（ H11. 1） ● かながわサイ エンスパーク （ H1. 8） ● 霞が関三丁目（ S62. 3） ● 新宿南口東（ H8. 10）

● 横浜ビジネスパーク （ H2. 1） ○ 芝浦４ 丁目（ S62. 6） ● 広尾一丁目（ H9. 2）

● 横須賀汐入駅前（ H5. 11） ● 銀座５ ・ ６ 丁目（ S62. 8） ● 錦糸町駅北口（ H9. 6）

● ハウステンボス（ H4. 4） ● 港北ニュ ータ ウンセンタ ー（ H7. 4） ● 日比谷（ S62. 10） ● 本駒込２ 丁目（ H10. 3）

● 厚木テレコ ムタ ウン（ H7. 7） ○ 新川（ S63. 4） ● 品川東口南（ H10. 11）

● 横浜駅西口（ H10. 8） ○ 神田駿河台（ S63. 4） ● 蒲田五丁目東（ H10. 11）

● 八重洲・ 日本橋（ H1. 2） ● 大崎１ 丁目（ H11. 1）

◇ 箱崎（ H1. 4） ● 永田町二丁目（ H12. 2）

● 浜松アク ト シティ （ H6. 10） ● 西新宿一丁目（ H1. 7） ● 渋谷道玄坂（ H12. 4）

● 紀尾井町（ H1. 12） ● 晴海アイ ラ ンド （ H13. 4）

◇ 高松市番町（ H9. 2） ● 有楽町（ H2. 11） ● 東品川四丁目( H14. 10)

◇ サンポート 高松（ H13. 4） ● 名古屋市栄四丁目（ H1. 11） ● 南大井６ 丁目（ H3. 4） ● 汐留北( H14. 11)

● 名古屋市栄三丁目（ H2. 6） ● 北青山二丁目（ H3. 4） ● 品川駅東口( H15. 4)

● 小牧駅西（ H2. 10） ● 天王洲（ H3. 7） ● 六本木ヒ ルズ( H15. 5)

● 千里中央（ S45. 2） ● 関西国際空港島内（ H6. 4） ● 名駅南（ H10. 12） ● 竹芝（ H3. 10） ● 豊洲三丁目（ H18. 2）

● 泉北泉ヶ 丘（ S46. 6） ◇ 大阪南港コ スモスク エア（ H6. 4） ● JR東海名古屋駅周辺（ H11. 12） ● 虎ノ 門四丁目城山（ H3. 12） ● 東京スカ イ ツリ ー（ H21. 10）

■ 大阪市森ノ 宮（ S51. 5） ◇ 天満橋一丁目（ H8. 1） ◇ 中部国際空港島（ H16. 10）

● 弁天町（ H2. 7） ● 岩崎橋（ H8. 4） ● Ｊ Ｒ 奈良駅周辺（ H10. 4） ● 名古屋栄三丁目北（ H17. 3）

● 大阪西梅田（ H3. 4） ○ り んく う タ ウン（ H8. 9） ● 東桜（ H17. 10）

● 大阪本庄東（ H4. 1） ● 大阪此花臨海（ H13. 4） ● 名駅東（ H18. 10）

● 中之島六丁目西（ H4. 11） ◇ 中之島二・ 三丁目（ H17. 1） ○ 和歌山マリ ーナシティ （ H6. 7） ● さ さ し まラ イ ブ24（ H24. 4予定）

（平成22年11月現在、84社 145地区）　　

長崎県（ 1地区）     

栃木県（ 1地区）     

群馬県（ 1地区）     

長野県（ 1地区）     

京都府（ 1地区）     

東京都（ 66地区）    

福岡県（ 7地区）     

兵庫県（ 7地区）     

富山県（ 1地区）     

広島県（ 1地区）     

奈良県（ 1地区）     

和歌山県（ 1地区）   

神奈川県（ 7地区）            

香川県（ 2地区）     

北海道（ 0地区）      

静岡県（ 1地区）              

愛知県（ 10地区）              

大阪府（ 14地区）    

図 地域冷暖房事業地区の分布
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供給区域名 事業者名 
供給 

開始 

供給区 

域面積 
需要の種類 販売熱量 備考 

①シーサイド 

 ももち 

㈱福岡エネル 

ギーサービス 

H5.4 43.5ha オフィスビル、ホテ

ル、ドーム球場等 

189,045 GJ 海水利用 

②下川端 

 再開発 

㈱福岡エネル 

ギーサービス 

H11.1 2.2ha 専門店、ホテル、劇

場、美術館等 

 98,823 GJ 中水利用 

③西鉄福岡駅 

 再開発 

㈱福岡エネル 

ギーサービス 

H9.10 5.2ha 商業施設・ 

デパート等 

 93,044 GJ 変電所排 

熱利用 

④千代 西部ガス冷温 

熱㈱ 

S63.4 17.4ha 県庁舎、電算ビル、

業務施設、ホテル等 

 74,358 GJ ＣＧＳ 

利用 

⑤渡辺通 

 再開発 

㈱エフ・イー 

・シー 

S53.9 1.5ha ホテル、商業・業務

施設 

 48,628 GJ  

 
 

図 2-64 シーサイドももち地区（供給区域 43.5ha） 

出典：株式会社福岡エネルギーサービス HP 

図 2-65 下川端地区（供給区域 2.2ha） 

出典：株式会社福岡エネルギーサービス HP 

図 2-66 福岡市内の熱供給事業地区の分布 

（平成 22年 11月現在、５地区） 

①シーサイドももち ②下川端再開発 

③西鉄福岡駅再開発 

④千代 

⑤渡辺通再開発 

表 2-6 福岡市内の熱供給事業地区（平成 22年度現在） 
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 （６）高効率エネルギー利用 

① 高効率エネルギーシステムの導入状況 

・ 都市ガスを燃料とするコージェネレーション（スチームタービン除く）の導入は 1980年代

の終盤から進み、2004 年以降は大きく増加傾向であったが、ここ数年は横ばい状態で、2010

年度末で累計設置容量が 453.2万 kWとなっている。 

・ 内訳をみると、業務用と産業用が対前年増率 5.9％、-0.9％に対して、家庭用が 16.3％と

なり、家庭用の伸びが著しくなっている。 

 

2009年度 2010年度 対前年増（率） 2009年度 2010年度 対前年増（率）

業務 GE・GT・FC 102.7 108.7 5.9% 5,131 5,228 1.9%

産業 GE・GT・FC 337.0 334.0 -0.9% 875 877 0.0%

家庭 GE・FC 9.0 10.5 16.3% 90,620 105,897 16.9%

合計 448.7 453.2 1.0% 96,626 112,002 15.9%
凡例　GE：ガスエンジン、GT：ガスタービン、FC：燃料電池

なお本統計ではスチームタービンは含まない

端数を四捨五入しているため、合計があわない場合がある

累計設置容量（万kW） 累計設置件数（件）

 
 
 
・ 福岡市のコージェネレーションの普及状況は、家庭用はエネファームの設置増により平成

22 年度に大きく伸びている。一方家庭用以外については、年々設置件数が減っている。 
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図 2-67 都市ガスＣＧＳの稼働実績（累計設置容量・設置件数） 

出典：一般社団法人日本ガス協会発表資料 

図 2-68 福岡市内のＣＧＳの普及状況（設置件数） 

出典：西部ガス提供データより作成 
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・ 福岡県では、平成 16年に「福岡水素エネルギー戦略会議」が設立され、以降様々な研究施

設が設置され、水素エネルギー開発・普及を総合的に推進する取組みが進められている。 

・ 社会実証では福岡水素タウン（約 150世帯に家庭用燃料電池を設置）、北九州水素タウン（製

鉄所からの副生水素を利用）をはじめ、水素ハイウェイの構築を目指した水素ステーション

の整備等の実証が行われている。また、太陽光発電や深夜電力を活用して製造した水素を小

型移動体や純水素型燃料電池に利用する実証等も行われている。 

 
 
 

② 福岡市の導入事例 

・ 熱供給事業地区の「千代」地区は福岡県庁を中心とした行政の中枢として発展している地

区で、様々な需要形態に対応するため、天然ガスによるコージェネレーション（発電能力 400kW、

排熱利用量 1,105MJ/h）を中心としたトータルエネルギーシステムを構築し、高効率な運転

と安定した熱供給を実現している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ アイランドシティでは「ＣＯ２ゼロ街区」の形成を目指しており、戸建住宅全 178 戸の多

くに、太陽光発電 4.15kw以上＋家庭用燃料電池のダブル発電を導入する予定である。 

また、一部の住戸には、試験的に蓄電池の導入を行う予定である。 

図 2-69 九州における水素利用関連研究・試験施設、実証事業 

出典：クール九州プロジェクト STAGE2010（経産省,九州経済産業局） 

 

図 2-70 千代地区（供給区域 17.4ha） 

出典：一般社団法人日本熱供給事業協会 HP 

1.プラント 2.福岡市民体育館 3.パピヨン24 4.老人福祉センター 

5.ニシコービル千代 6.千代文化スポーツセンター 

  



 
 53 

 （７）次世代自動車利用 

① 次世代自動車の導入状況 

・ 次世代自動車の全国の普及状況は、平成 23年８月末現在で全保有台数の 2.4％程度に過ぎ

ないが、エコカー補助金・減税等のインセンティブの効果等もあり、ハイブリッド自動車を

中心に普及台数が拡大しており、本格的な電気自動車（ＥＶ）・プラグインハイブリッド車（Ｐ

ＨＶ）の販売も開始されている。 

・ 九州の次世代自動車の導入量は全国比で 10.4％で福岡県が最も多く、燃料別導入率ではハ

イブリッド車が最も多い。 

・ 経済産業省は、ＥＶ・ＰＨＶタウン構想を現在 15自治体で展開しており、長崎県の五島列

島ではレンタカー等としてＥＶ約 100 台を走らせる取組みが始まっており、これほど多くの

を特定の地域に導入する試みは全国的にも珍しい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 福岡市の導入事例 

・ 電気自動車用充電器設置施設（一般開放）については、市の補助制度を活用した施設に限

る場合、平成 25 年２月現在、市内 14箇所に 15基整備されている 

・ 福岡市では、平成 24年 10月現在、計 10台のＥＶを導入している。さらに、ＥＶの性能等

について体感してもらうことを目的として、環境フェスティバルでの試乗会やカーシェアリ

ングを実施してきた。 

 
 

表 2-7 クリーンエネルギー自動車の普及台数   資料：国土交通省九州運輸局 HPデータより作成 

図 2-71 充電器と電気自動車（福岡市役所） 

単位：台

ガソリン 軽油 LPG 電気 メタノール CNG ハイブリッド 従来 次世代 計

福岡 13,436 290（387）* 0 442 62,218 76,096
福岡市内 （137）*
佐賀 1,398 64 0 52 9,733 11,247
長崎 3,345 60 0 24 14,116 17,545
熊本 4,421 103 1 55 22,728 27,308
大分 3,030 60 0 10 13,704 16,804
宮崎 2,568 64 0 4 13,790 16,426
鹿児島 5,328 70 0 61 20,079 25,538
九州 7,890,039 802,170 33,526 711 1 648 156,368 8,692,209 191,254 8,883,463
全国 67,099,927 6,224,464 253,694 6,978 12 22,236 1,558,167 73,324,391 1,841,087 75,165,478
割合：％
九州 88.82% 9.03% 0.38% 0.01% 0.00% 0.01% 1.76% 97.85% 2.15% 100.00%
全国 89.27% 8.28% 0.34% 0.01% 0.00% 0.03% 2.07% 97.55% 2.45% 100.00%
* （　）内の数値は自動車会社へのヒアリング値（平成23年9月9日現在） 平成23年8月末現在

燃料 合計
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・ また、平成 22 年度には国土交通省の超小型モビリティ（一人乗り用電気自動車）実証実験

地域に選定され、身近な生活での利用等において様々な検証が行われた。 

・ 平成 24年度も環境対応車を活用したまちづくりに関する実証実験の協力自治体として、「電

動バス」及び「超小型モビリティ」の実証実験を関係企業と協働して取り組んだ。 

 
 
 
 
 

＜電動バス実証実験の概要＞ 
【目的】電動バス運行に関わる検証 
【期間】平成 24 年 1 月 22 日（日）から 27 日（金）の６日間 
【体制】福岡市、西日本鉄道㈱、九州電力㈱、三菱重工業㈱ 
【内容】・現在運行しているアイランドシティと千早駅を結ぶ路線の一部時間帯を電動バスに入れ替えて６日間 

運行し、運行面や充電器操作にかかる課題の調査や乗員乗客へのアンケート調査等を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜超小型モビリティ実証実験の概要＞ 
【目的】超小型モビリティの利活用のあり方を検証 
【期間】カーシェアリング：平成 23 年 11 月から平成 24 年 2 月まで 
    体験走行会：平成 23 年 10 月 29 日（土）・30 日（日）、11 月 23 日（祝）で実施 
【体制】福岡市、九州大学 
【内容】・アイランドシティのマンション等でカーシェアリングを行い、日常生活の中で利用して頂き、利用状 

況の調査や車両のニーズ等のアンケート調査を行った。 
    ・アイランドシティ中央公園等で実施される各種イベントにあわせ体験走行会を行い、車両のニーズ等

のアンケート調査等を行った。 
 

図2-72 アイランドシティにおける電動バス及び超小型モビリティの実証実験について 

出典：福岡市資料 
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  （８）再生可能エネルギー等の賦存・活用特性に関するまとめと課題 

 

 

■ 特 性 

＜特性＞ 

・太陽光については、比較的良好なポテンシャルを有する。 

・風発生頻度の高い沿岸部や丘陵部を除く陸地では風況に恵まれていない。 

・清掃工場などにおいて、まとまった規模の廃棄物エネルギーが賦存する（廃棄物発電４

施設、69,200kW）。また、食品系などのバイオマス資源も多く賦存する。 

 

・市施設での再生可能エネルギー利用を推進している（太陽光発電：146施設、風力発電：

５基、小水力発電：１施設、太陽熱温水器：12施設 他）。 

 

・市内では、合計５地区で地域冷暖房施設が稼働中である。そのうち２地区で温度差エネ

ルギーを面的に活用している（ももち地区[海水熱]、下川端地区[下水熱]）。 

・燃料電池やガスエンジン等によるコージェネレーションシステムの利用が住宅や業務施

設で徐々に進んでいる。また、公共車両を中心に次世代自動車の利用もみられる。 

 

■ 課 題 

・比較的安定した日照状況から太陽光発電のポテンシャルが大きいが、大規模な太陽光発

電を設置する一定の面積の用地を市域内で確保することが困難である。 

・住宅の大きな割合を占める集合住宅への太陽光発電の導入を推進する必要がある。 

 

・更なる廃棄物発電の拡大や排熱の地域利用に向けた検討が必要である。 

・市内で発生する食品系などのバイオマス資源エネルギーの活用について検討が必要であ

る。 

 

・市内の地域冷暖房施設を有効活用し、既成市街地におけるエネルギーの面的利用対策の

推進についての検討が必要である。 

 

・再生可能エネルギーの利用などに市民や地元企業なども参加でき、メリットをともに享

受できるような社会的しくみづくりの検討が必要である。 

・エネルギー消費の見える化やエネルギーマネジメント対策を推進する必要がある。 
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